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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のインクの吐出口を有する複数の短尺チップを被記録媒体の搬送方向と交差する方
向に並べて構成された複数の記録ヘッドを備え、前記短尺チップの配列方向と交差する方
向に搬送される被記録媒体に対し、各短尺チップの吐出口からインクを吐出して記録を行
うインクジェット記録装置において、
　前記複数の記録ヘッドのそれぞれにおいて、隣り合う前記短尺チップの端部同士が被記
録媒体の搬送方向に重なるように前記複数の短尺チップは互い違いに配置されており、
　前記記録ヘッドの搬送方向下流側で被記録媒体の浮きを押さえるための回転体が前記複
数の記録ヘッドのそれぞれの下流側に配置され、前記回転体は上流側に隣接して配置され
た記録ヘッドの短尺チップのうち下流側に位置する短尺チップよりも搬送方向下流側に配
置され、前記回転体は上流側に隣接して配置された記録ヘッドの前記複数の短尺チップの
うち上流側に位置する短尺チップの吐出口から吐出されたインクによって記録が行われた
領域と接触する位置に配置されることを特徴とするインクジェット記録装置。
【請求項２】
　被記録媒体の左右両端縁部を押さえる回転体が配置されていることを特徴とする請求項
１に記載のインクジェット記録装置。
【請求項３】
　前記回転体は、隣りの短尺チップの吐出口と搬送方向に重なる位置の吐出口から吐出さ
れたインクによって記録が行われた領域と接触する位置に配置されていることを特徴とす



(2) JP 4898315 B2 2012.3.14

10

20

30

40

50

る請求項１又は２に記載のインクジェット記録装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の短尺チップを被記録媒体の幅方向に並べて構成された記録ヘッドを用
いるインクジェット記録装置であって、ヘッド・被記録媒体間距離を規制するために被記
録媒体を押さえる回転体を有するインクジェット記録装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
  一般に、プリンタ、複写機あるいはファクシミリ等の機能を有する記録装置は、画像情
報に基づいて記録ヘッドにより、被記録媒体である紙、布、プラスチックシート、ＯＨＰ
用シート、封筒などに画像（文字や記号等を含む）を形成するように構成される。記録装
置における走査方式にはシリアルタイプとラインタイプがある。シリアルタイプは、記録
ヘッドを被記録媒体に沿って移動させる主走査と被記録媒体を所定ピッチで紙送りする副
走査とを交互に繰り返しながら画像を記録していく方式である。ラインタイプは、一括し
て１ライン分を記録しながら被記録媒体の紙送り（副走査）のみで画像を記録していく方
式である。また、記録装置は、記録方式によって、インクジェット式、熱転写式、レーザ
ービーム式、感熱式、ワイヤドット式などに分けることができる。
【０００３】
　ラインタイプのインクジェット式記録装置（インクジェット記録装置）の記録ヘッドと
して、複数のインクの吐出口を有する複数の短尺チップを被記録媒体の幅方向に並べて構
成された長尺の記録ヘッド（つなぎヘッドと称される）を使用することがある。このつな
ぎヘッドでは、短尺チップの配列方向と交差する方向に搬送される被記録媒体に対し、各
短尺チップの吐出口からインクを吐出して記録を行う。また、この種の記録装置はフルマ
ルチプリンタと呼ばれることもある。
【０００４】
　図１０は短尺チップをつないで長尺化したつなぎヘッドの一般的な概略構成を示す平面
図である。図１１はつなぎヘッドにおいて隣合う短尺チップの端部の吐出口の配置例を示
す正面図であり、（ａ）は端部の吐出口が重複している構成を示し、（ｂ）は重複してい
ない構成を示す。ここで、短尺チップ６１としては、例えば１２８～１２５６個の吐出口
が一列に配列された、長さが約０．２インチ～１．０インチ程度のヘッドチップが使用さ
れる。この場合の吐出口密度（解像度）は１２００ｄｐｉに相当する。複数個のヘッドチ
ップ６１を図１０に示すように、各ヘッドチップの端部同士が被記録媒体の搬送方向に重
なるように互い違いに配列することにより所望サイズ（所望長さ）のつなぎヘッド１が構
成される。このような長尺ヘッドを用いた記録装置は、一般的なシリアル記録装置に比べ
、より高速な記録を目的としている。
【０００５】
　図１２はシリアル記録装置における記録動作の状態を示す模式図であり、図１３はつな
ぎヘッドを用いるフルマルチ記録装置における記録動作の状態を示す模式図である。シリ
アル記録装置では、図１２に示すように、ヘッド１０１を被記録媒体に対してその搬送方
向と交差する方向に移動（走査）させながら画像を形成していく。これに対し、フルマル
チ記録装置では、図１３に示すように、ヘッド１は一定位置に固定しておき、ヘッドの複
数の吐出口６２の配列方向と交差する方向に搬送される被記録媒体に画像を形成していく
。
【０００６】
　フルマルチ記録装置における被記録媒体の搬送手段として、静電気で被記録媒体をベル
ト上に吸着する静電吸着搬送ベルト式、あるいはエアー吸引力で被記録媒体を吸着して搬
送するエアー吸引搬送式などが採用されている。また、高画質な画像形成にとって、ヘッ
ドと被記録媒体間の距離（以下、ヘッド・被記録媒体間距離とも言う）は極めて重要であ
る。つまり、ヘッド・被記録媒体間距離が小さいほど、ヘッドから吐出されたインク滴の
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被記録媒体上における着弾位置の精度が向上する。このため、画像形成部において被記録
媒体を搬送ベルトに押さえつけるための拍車やローラといった回転体を配置し、被記録媒
体の浮き上がりを無くすことでヘッドを可能な限り被記録媒体に近づける工夫がなされて
いる。
【０００７】
　図１４は、被記録媒体を押さえつけるための回転体の従来の配置構成を示す平面図であ
る。図１４において、つなぎヘッド１の搬送方向上流側及び下流側には、搬送される被記
録媒体５１を搬送ベルト押さえつけるための拍車又はローラからなる回転体１５２が配置
されている。これらの回転体を設けることにより、つなぎヘッド１を可能な限り被記録媒
体５１に近づけ、それによって記録画像の画質劣化を防ぐ工夫がなされている。このよう
な回転体は、特許文献１に開示されているように、シリアルタイプのインクジェット記録
装置においても、被記録媒体の浮き上がり防止手段として用いられている。
【特許文献１】特開平７－６０９６６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかしながら、図１４に示すように被記録媒体５１を搬送ベルトに押さえつけるための
拍車又はローラ１５２を用いると、被記録媒体上のすでに画像が形成された領域を直接押
さえることになるため、記録画像に傷や剥がれといった劣化が生じる可能性がある。シリ
アル記録装置においても、拍車等による被記録媒体押さえを設けた場合、特許文献１に記
載されているように、拍車近傍の画像情報に応じて今回の走査と次回の走査との間に時間
差を持たせる工夫がなされている。これは、インクの乾燥時間を確保することにより、イ
ンク滴が十分に被記録媒体に吸収されて拍車による押さえに耐え得る状態を作り出すため
である。しかし、つなぎヘッドを用いるフルマルチ記録装置では、基本的に高速記録を目
的として１ライン分を一括記録しながら紙送りだけで画像を形成することから、上記のシ
リアル記録装置における対策を採用することはできない。
【０００９】
　本発明はこのような技術的課題に鑑みてなされたものである。本発明の目的は、つなぎ
ヘッドを用いて記録する場合に、被記録媒体を押さえる回転体による画像劣化を防止でき
、常に安定した画質を維持することができるインクジェット記録装置を提供することであ
る。これに加えて、ヘッドと回転体の距離あるいは異色ヘッド間の距離を縮めることがで
き、装置全体の小型化が可能なインクジェット記録装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は、複数のインクの吐出口を有する複数の短尺チップを被記録媒体の搬送方向と
交差する方向に並べて構成された複数の記録ヘッドを備え、前記短尺チップの配列方向と
交差する方向に搬送される被記録媒体に対し、各短尺チップの吐出口からインクを吐出し
て記録を行うインクジェット記録装置において、
　前記複数の記録ヘッドのそれぞれにおいて、隣り合う前記短尺チップの端部同士が被記
録媒体の搬送方向に重なるように前記複数の短尺チップは互い違いに配置されており、
　前記記録ヘッドの搬送方向下流側で被記録媒体の浮きを押さえるための回転体が前記複
数の記録ヘッドのそれぞれの下流側に配置され、前記回転体は上流側に隣接して配置され
た記録ヘッドの短尺チップのうち下流側に位置する短尺チップよりも搬送方向下流側に配
置され、前記回転体は上流側に隣接して配置された記録ヘッドの前記複数の短尺チップの
うち上流側に位置する短尺チップの吐出口から吐出されたインクによって記録が行われた
領域と接触する位置に配置されることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、記録ヘッドを用いて記録する場合に、被記録媒体を押さえる回転体に
よる画像劣化を防止でき、常に安定した画質を維持することができるインクジェット記録
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装置が提供される。これに加えて、ヘッドと回転体の距離あるいは異色ヘッド間の距離を
縮めることができ、装置全体の小型化が可能なインクジェット記録装置が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　以下、図面を参照して本発明の実施形態を具体的に説明する。なお、各図面を通して同
一符号は同一又は対応部分を示すものである。図１は本発明を適用するのに好適なインク
ジェット記録装置の一実施形態の縦断面図である。図１において、７は給紙カセット、８
はピックアップローラ、９及び１０は給送ローラ、１１及び１２はレジストローラ、１３
は供給側の搬送ガイドである。また、１４は両面記録用の搬送ガイド、１５は排紙側の搬
送ガイド、１６は排紙トレイ、１７は排紙フラッグ、１８は排紙ローラ、１９は記録ヘッ
ド昇降検知用のセンサ、２０は記録ヘッド昇降用のラックギアである。
【００１３】
　給紙カセット７は給紙部３１を構成している。給紙部３０の給紙カセット７に収納され
た記録紙やＯＨＰ等の被記録媒体５１は、ピックアップローラ８によって必要時に１枚ず
つ分離されてベルト搬送式の搬送部３０へ給送される。被記録媒体がエンドレスベルトか
らなるベルト搬送機構により搬送部３０を通して搬送される間に画像形成部４０により画
像が形成され、記録された記録媒体は排紙部３５を経てトレイ１６へ送り出される。なお
、本実施形態は、平盤状の固定プラテンに沿って搬送ローラにより被記録媒体を搬送しな
がら記録していく構成のインクジェット記録装置であっても良い。図１の記録装置は、カ
ラー記録用であり、画像形成部４０はヘッドホルダ４に保持された４本の記録ヘッド１を
具備している。４本の記録ヘッド１は、例えばインク色で、ブラックヘッド１Ｂｋ、シア
ンヘッド１Ｃ、マゼンタヘッド１Ｍ、イエローヘッド１Ｙで構成される。
【００１４】
　各記録ヘッド１はラインタイプであり、その吐出面２には記録媒体の幅をカバーする範
囲にわたって複数（例えば多数）の吐出口６２が配列されている。本実施形態のラインタ
イプの各記録ヘッド１は、それぞれ、複数の短尺チップ６１を被記録媒体５１の搬送方向
に交差する（例えば直交する）方向に端部同士が重なるように互い違いに並べて構成され
たつなぎヘッドで構成されている。
　３４は記録ヘッド１のインク吐出部を覆うためのキャップ部である。このキャップ部は
、各記録ヘッドの吐出面２のそれぞれの吐出口を覆うための４個のキャップ３を備えてい
る。このキャップは、吐出口からのインク蒸発を低減するとともに吐出口を保護する機能
を有する。なお、図１は記録可能な状態を示し、キャップ部３４は画像形成部４０から図
示左側の離間位置へ退避している。
【００１５】
　図２は本発明を適用するのに好適なインクジェット記録装置のシステム構成の一例を示
すブロック図である。図２において、８０１はシステム全体を制御するＣＰＵであり、８
０２はシステム制御をつかさどるソフトウェアプログラムが書き込まれたＲＯＭである。
３０は紙やＯＨＰフィルムなどの被記録媒体５１を搬送する搬送部であり、８０４は記録
ヘッドのインク吐出性能を維持回復するための吐出回復部である。１はラインタイプの記
録ヘッドである。本実施形態では、記録ヘッド１は前述のような複数の短尺チップ６１か
らなるつなぎヘッドで構成されている。このつなぎヘッド１は、短尺チップ６１の配列方
向と交差する方向に搬送される被記録媒体５１に対し、各短尺チップの吐出口６２からイ
ンクを吐出して記録を行うフルマルチタイプのインクジェット記録ヘッドである。
【００１６】
　図２において、８０７はヘッド８０６のインク吐出を制御する駆動回路であり、８０８
は記録する画像を吐出データに変換する２値化回路（ハーフトーン処理などはここで行わ
れる）である。８０９は例えばカラー画像の場合に記録画像の色分解などを行う画像処理
部である。８１０は本発明に係るつなぎヘッド１の各短尺チップ６１のつなぎ部の吐出口
６２からのインク吐出量を制御するために必要なデータが記憶されたＲＡＭである。この
ＲＡＭ８１０は、画像信号に基づいて、複数の吐出口（ノズル）のうちインクを吐出する
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ために使用する吐出口を選択する回路を備えている。
【００１７】
　図３は１本のつなぎヘッド１を用いるインクジェット記録装置に回転体を配置した参考
例の画像形成部の平面図である。図３は特に１本のつなぎヘッドに対する回転体（拍車又
はローラ等）５２の配置構成を示す。図３において、つなぎヘッド１は、チップ１から７
までの７個の短尺チップ６１を千鳥状に（例えば図示のような互い違いに）つないで構成
されている。本実施形態では、図示のように各短尺チップの端部は隣接する短尺チップと
重複している。ただし、隣接する短尺チップの吐出口自体は、必ずしも重複している必要
はない。図３に示す搬送方向からも明らかなように、奇数番目の短尺チップ１、３、５、
７の方が偶数番目の短尺チップ２、４、６よりも被記録媒体５１の搬送方向に関して上流
側に配置されている。搬送されてきた被記録媒体５１に対しては、奇数番目の短尺チップ
１、３、５、７から吐出されるインク滴の方が、偶数番目の短尺チップ２、４、６から吐
出されるインク滴よりも早期に被記録媒体に着弾する。
【００１８】
　このため、つなぎヘッド１を通過した被記録媒体５１上の記録画像を形成するインク滴
（インクドット）は、偶数番目のチップから吐出されたインク滴と比べ、奇数番目のチッ
プから吐出されたインク滴の方が早期に被記録媒体に吸収され、早期に内部へ浸透する。
このような状況から、被記録媒体のつなぎヘッドより下流側領域では、拍車又はローラか
らなる押さえ用の回転体５２は、被記録媒体の幅方向に奇数番目のチップ１、３、５、７
のインク吐出部（吐出口列）の範囲内に配置するのが有利である。そこで、本実施形態で
は、つなぎヘッド１の搬送方向下流側で被記録媒体５１の浮きを押さえるための回転体５
２は、被記録媒体の幅方向に、被記録媒体に対して先にインクを吐出する位置にある短尺
チップ６１の範囲内に配置されている。ここで、被記録媒体に対して先にインクを吐出す
る位置にある短尺チップ６１は、本実施形態では、図３から明らかなように、奇数番目の
チップ１、３、５、７である。回転体５２は被記録媒体の奇数番目のチップ１、３、５、
７の吐出口から吐出されたインクによって記録が行われた領域に接触する。
【００１９】
　一方、つなぎヘッドの搬送方向上流側において被記録媒体を押さえるための回転体の配
置は、この位置では画像が形成されていないことから、被記録媒体の浮き防止だけを目的
として、構造上可能な限りつなぎヘッドに近い位置に配置することができる。
　このような第１の実施形態に係る回転体の配置構成によれば、記録直後の被記録媒体に
キズ等を残すことなく所望のヘッド・被記録媒体間距離を保つことが可能となる。すなわ
ち、被記録媒体を押さえる回転体による画像劣化を防止でき、常に安定した画質を維持す
ることができる。これに加えて、つなぎヘッドと回転体の距離を縮めることができること
から、装置全体の小型化が可能になる。
【００２０】
　図４は、図３の参考例における回転体の配置構成を、図１のカラー記録装置のように複
数本（４本）のつなぎヘッドを用いるインクジェット記録装置の画像形成部に適用した実
施形態の平面図である。図５は図４の画像形成部の側面図である。図４及び図５において
、画像形成部には、異なるインクを吐出する４本のつなぎヘッド１Ｂｋ、１Ｃ、１Ｍ、１
Ｙが配置されている。図示の例では、搬送方向上流側から、ブラック（Ｂｋ）、シアン（
Ｃ）、マゼンタ（Ｍ）、イエロー（Ｙ）の順に配置されている。図４において、各つなぎ
ヘッド１の間に配置される全ての回転体５２は、図３の場合にならって、偶数番目よりも
早期にインク滴を吐出する奇数番目のチップのインク吐出領域の範囲内に配置されている
。ただし、本実施形態においては、最上流側のブラックのつなぎヘッド１Ｂｋの上流側（
図５中では１Ｂｋの左側）に配置される回転体５７については、未だ画像が形成されてい
ない部分を押さえることから、設置位置や設置範囲を限定する必要はない。
【００２１】
　図６は、図４の第１の実施形態における回転体の配置構成の一部変形例を示す画像形成
部の平面図である。本変更例は、最上流のブラックのつなぎヘッド１Ｂｋの搬送方向上流
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側に配置される回転体を、一体の長尺の回転体（ローラ又は拍車）５３で構成したもので
あり、その他の点では図４と実質的に同じ構成を有する。これは、最上流側のつなぎヘッ
ドの上流側（図５中ではヘッド１Ｂｋヘッドの左側）は未だ画像が形成されていない部分
であり、回転体の設置位置や設置範囲を限定する必要がなく、従って、一体型にしても何
ら問題がないからである。
【００２２】
　被記録媒体搬送方向における各つなぎヘッド１から回転体５２までの距離は、インク滴
を乾燥させる時間とヘッド・被記録媒体間距離を適正に規制できる位置とを両立させるよ
うに選定される。すなわち、物理的に許される範囲で、インク滴が十分に乾く時間を確保
する目的と、ヘッドに近い位置で被記録媒体を確実に押さえて所望のヘッド・被記録媒体
間距離を確保する目的とを両立させることができる距離に選定される。一方、各回転体５
２（又は５３、５７）から後続のヘッドまでの距離、例えば図４中のヘッド１Ｂｋとヘッ
ド１Ｃとの間の回転体５２からヘッド１Ｃヘッドまでの距離については、可能な限り近付
けることが望ましい。これら相互間の距離については、記録装置の設計において各ヘッド
の物理的な配置構成、並びに使用するインクと被記録媒体の関係で決まるインク乾燥時間
などを考慮して決定される。この場合は、実際に拍車等で押さえても画像劣化を起こさな
いインク乾燥時間に基づいて判定される。
【００２３】
　以上説明した実施形態は、複数のインクの吐出口を有する複数の短尺チップ６１を被記
録媒体５１の搬送方向と交差する方向に並べて構成された記録ヘッド１を備えた記録装置
を関する。詳しくは、短尺チップの配列方向と交差する方向に搬送される被記録媒体に対
し、各短尺チップの吐出口６２からインクを吐出して記録を行うインクジェット記録装置
を対象とする。そこで、記録ヘッドの搬送方向下流側で被記録媒体の浮きを押さえるため
の拍車やローラ等の回転体５２が、被記録媒体の幅方向に、被記録媒体に対して先にイン
クを吐出する位置にある短尺チップの範囲内に配置される。上記構成において、被記録媒
体に対して先にインクを吐出する位置にある短尺チップとは、例えば図示のように千鳥状
（互い違いに）に配置される複数のチップのうちの搬送方向上流側に位置するチップ（例
えば図３中の奇数番目のチップ１、３、５、７）である。
【００２４】
　かかる構成の実施形態によれば、つなぎヘッドを用いて記録する場合に、被記録媒体を
押さえる回転体による傷や剥がれ等の画像劣化を防止でき、常に安定した画質を維持する
ことができる。これに加えて、つなぎヘッドと回転体の距離あるいは異色ヘッド間の距離
を縮めることができ、装置全体の小型化が可能になる。
【００２５】
　図７は、本発明によるインクジェット記録装置の第２の実施形態における画像形成部の
回転体の配置構成を示す平面図である。図８は図７の画像形成部の側面図である。本実施
形態は、図６の第１の実施形態の回転体５２、５３の配置構成において、被記録媒体５１
の左右両端縁部を押さえる回転体５４を追加したものである。なお、本実施形態では、図
６中の各ヘッド１Ｂｋ、１Ｃ、１Ｍ、１Ｙの間の回転体を５２で示し、ヘッド１Ｂｋの上
流側の回転体の一体型の回転体を５３で示す。図７及び図８において、回転体５２、５３
は図６の第１の実施形態と同じである。一方、ローラ又は拍車からなる端縁部の回転体５
４は被記録媒体５１の左右両端縁部の非記録部を押さえるものである。図示の構成では、
端縁部の回転体５４は、各つなぎヘッド（各記録ヘッド）１の搬送方向下流側位置で両端
縁部を押さえるように配置されている。ただし、端縁部の回転体５４の配置に関しては、
両端縁部の浮きを押さえる（防止する）ことができれば良く、個々の位置に関して特に制
約はない。
【００２６】
　図７及び図８の第２の実施形態は、以上説明した以外の点では、前述の第１の実施形態
（特に図６の変形例）と実質的に同じ構成を有している。従って、第１の実施形態と同様
の作用効果が得られる。さらに、この第２の実施形態は、最終的に被記録媒体の全面に画
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像が記録されたフチ無し印刷物を出力するのに有効である。すなわち、被記録媒体の幅を
ヘッドの記録可能幅より大きくして端縁部にのりしろ部分を設け、のりしろ部分を回転体
５４で押さえた状態で、全面に画像を記録した後にのりしろ部分を最終的にカットすれば
、フチ無し印刷物の出力が可能となる。なお、以上の第２の実施形態も、つなぎヘッド（
記録ヘッド）１の数に関係なく、つなぎヘッドの数が１個又は任意の複数個の場合に同様
に適用可能である。
【００２７】
　図９は、本発明によるインクジェット記録装置の第３の実施形態における画像形成部で
の回転体の配置構成を示す平面図である。この第３の実施形態は、特に隣接する短尺チッ
プ６１の端部で１個又は複数の吐出口６２が重複（図１１の（ａ）参照）しているつなぎ
ヘッド（記録ヘッド）を用いるインクジェット記録装置に適用されるものである。一般に
、千鳥配置の短尺チップの端部の吐出口（又はノズル）を重複させる目的は、各短尺チッ
プのつなぎ部で形成される画像の劣化を防止することにある。この場合の画像の劣化とし
ては、例えば、つなぎ部で形成された画像が薄くなったり、濃くなったりしてスジが発生
ことが挙げられる。そこで、重複している吐出口については、一方のチップの吐出口のみ
を使うのではなく、両方のチップの吐出口を交互に使うか、あるいは使用頻度を割り振っ
て使用する方法が特許第２９８０４２９号などに開示されている。
【００２８】
　このように吐出口が重複している部分（以下、つなぎ部ともいう）により画像形成され
る被記録媒体部分においては、着弾したインク滴に時間差が生じる。このため、吐出口が
重複していない部分（短尺チップの中間部分の吐出口、以下では非つなぎ部ともいう）か
ら一度にインク滴が着弾して画像形成される場合に比べ、重複している部分は被記録媒体
にインクが早期に吸収される点で有利である。その結果、重複している部分では被記録媒
体上のインク乾燥が速く（又は早く）なる。そこで、吐出口が重複する短尺チップを用い
る第３の実施形態においては、図９に示すように、各回転体５５は、ヘッドのつなぎ部で
形成された画像の部分でも被記録媒体を押さえるような配置構成となっている。
【００２９】
　すなわち、各回転体５５は、被記録媒体の幅方向に、被記録媒体に対して先にインクを
吐出する位置にある短尺チップの範囲に加えて、隣接する短尺チップの吐出口が重複する
範囲まで配置されている。この場合の回転体５５も、拍車やローラ等で構成される。また
、つなぎヘッド１のつなぎ部とは、前述のように隣合う短尺チップの吐出口が重複する部
分を指す。本実施形態の上述以外の構成は、図７及び図８の第２の実施形態と実質的に同
じである。なお、図９に示す第３の実施形態では、４個のつなぎヘッド１を用いるインク
ジェット記録装置に適用する場合を示した。この第３の実施形態も、前述の第１及び第２
の実施形態と同様、つなぎヘッド１の数に関係なく（１個のつなぎヘッドでも）同様に適
用可能である。
【００３０】
　この第３の実施形態は、第１及び第２の実施形態に比べ、回転体による被記録媒体の押
さえ領域をつなぎ部（吐出口の重複部）だけ余分に設けることにより、ヘッド・被記録媒
体間距離をより正確に規制するものである。ただし、つなぎ部まで押さえなくてもヘッド
・被記録媒体間距離を十分に正確に規制できる場合は、第１及び第２実施形態のように、
回転体を奇数番目の短尺チップの非つなぎ部（重複しない吐出口の領域）の範囲内に配置
する方が好ましい。以上の第３の実施形態によっても、前述の第２の実施形態の場合と同
様の作用効果を奏することができる。
【００３１】
　なお、本発明によるインクジェット記録装置は、プリンタ、複写機、ファクシミリ、撮
像画像形成装置などの単体装置に限定されるものではない。本発明は、これらを組み合わ
せた複合装置、あるいはコンピュータシステムなどの複合装置における記録装置としても
広く適用可能である。被記録媒体についても、本発明は、紙、布、プラスチックシート、
ＯＨＰ用シート、封筒など、画像を記録できるものであれば、材質や形態に関わらず適用



(8) JP 4898315 B2 2012.3.14

10

20

30

40

することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３２】
【図１】本発明を適用するのに好適なインクジェット記録装置の一実施形態の縦断面図で
ある。
【図２】本発明を適用するのに好適なインクジェット記録装置のシステム構成の一例を示
すブロック図である。
【図３】１本のつなぎヘッドを用いるインクジェット記録装置に回転体を配置した参考例
の画像形成部の平面図である。
【図４】本発明をカラー記録装置のように複数本（図示の例では４本）のつなぎヘッドを
用いるインクジェット記録装置の画像形成部に適用した第１の実施形態の平面図である。
【図５】図４の画像形成部の側面図である。
【図６】図４の第１の実施形態における回転体の配置構成の一部変形例を示す画像形成部
の平面図である。
【図７】本発明によるインクジェット記録装置の第２の実施形態における画像形成部の回
転体の配置構成を示す平面図である。
【図８】図７の画像形成部の側面図である。
【図９】本発明によるインクジェット記録装置の第３の実施形態における画像形成部での
回転体の配置構成を示す平面図である。
【図１０】短尺チップをつないで長尺化したつなぎヘッドの一般的な概略構成を示す平面
図である。
【図１１】つなぎヘッドにおいて隣合う短尺チップの端部の吐出口の配置例を示す正面図
であり、（ａ）は端部の吐出口が重複している構成を示し、（ｂ）は重複していない構成
を示す。
【図１２】シリアル記録装置における記録動作の状態を示す模式図である。
【図１３】つなぎヘッドを用いるフルマルチ記録装置における記録動作の状態を示す模式
図である。
【図１４】被記録媒体を押さえつけるための回転体の従来の配置構成を示す平面図である
。
【符号の説明】
【００３３】
　１　　　記録ヘッド（つなぎヘッド、ラインタイプの記録ヘッド）
　２　　　吐出面
　３０　　搬送部
　４０　　画像形成部
　５１　　被記録媒体
　５２　　回転体
　５３　　回転体（一体型）
　５４　　回転体（端縁部）
　５５　　回転体
　５７　　回転体（上流側）
　６１　　短尺チップ
　６２　　吐出口
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